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Ｉ問題意識
今日，ホワイトカラーの定年後の仕事のあり方についての議論がさかんである。
例えば，清家［2000］は，定年制そのものの廃止を訴え，引退の時期は自ら決め
るものであると主張している。金井［2000］は，定年後は好きなことを仕事にし
て，生涯現役で生きることを訴えている。
これまで懸命に働いてきたのだから，定年後は「趣味にいきたい」「仕事を離れ
てのんびり過ごしたい」という声もきく。しかしそれは，定年を迎える人の多くの
声を代表するものではない。現在５０代の社員に，定年後の就労意識を調査すると，
｢引き続き働きたい」２８９％，「条件があえば，働きたい」33.2％，「働かざるを得
ない」１１８％，「しばらく休んでから，働きたい」12.7％に対して，「働くつもりは
ない」１２８％である。つまり，働くことを考えているものが合計86.6％にのぼる
(現代総合研究集団［1998])。
また，日本労働研究機構［1996］では，現在４０－５９歳の人に６０歳以降の働き
方を聞いている。それによると，６０～64歳の間は，「フルタイムで働く（会社で
雇用)」26.5％，「毎日働くが１日の労働時間を短くする」25.3％，「フルタイムで
働く（独立開業・自営)」18.7％となり，約７割の人が毎日働きたいと考えている。
65～６９歳になると，フルタイムが雇用・自営計で12.6％，「毎日働くが１日の労
働時間を短くする」が20.1％と毎日働きたい人は減り，「１週間のうち２，３日だけ
働く」19.4％，「時間に拘束されず一定の仕事を請け負うという形で働く」17.9％と，
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自分で時間や仕事の量を調整して働きたいと考える人が増える。それでも，「仕事
をせずに年金・貯金などで暮らす」は，30.3％にすぎない。
本稿では，これらの気持ちをふまえ，就労意欲を持つホワイトカラー，とくに管
理職についている者が，定年後ホワイトカラー的な仕事をして働くことは可能なの
かについて考える。ホワイトカラーが定年後働く方法はいくつかある。西山
[1999］は，このうちの１つである大企業定年退職者がグループ企業の役員になる
場合の分析をしている。しかし，グループ企業での吸収も限界に近くなっている。
また，近年の企業の定年延長に関する動きの中で，ホワイトカラー管理職は定年延
長の対象外がほとんどである。
そこで本稿では，研究のテーマを，それ以外の就労形態として，独立・自営とい
う形態が可能かどうかに限定することとする。その上で，それが可能なのは，どの
ような条件かを検討していく。
実際，定年退職者の中から，会社を辞めた後も仕事を辞めない人が出てきている。
その一つが，自分１人で自営のコンサルタントとなり，元の会社，取引先や別の
企業から，これまでやってきた仕事と近い領域の仕事を中心に請け負うものである。
社員は，自分のやってきた仕事はもちろん詳細に理解しているし，誤りもほとんど
なくスピーディに遂行できる。これが差別化のポイントになる。
よく定年後，ペンションや飲食店などまったく別の商売を始め，失敗する人がい
る。スキルの点から見れば，それは当然で，その業界のスキルは保有していないの
で，先行している競争者に勝てるはずがない。しかし，これまで長年やってきた仕
事なら，市場でそれなりの競争力を持つ。そこには，定年退職者がやれる分野があ
るかもしれない。
Ⅱ研究の方法
使用するデータは，筆者の参加した雇用・能力開発機構［2000］『中高年ホワイ
トカラーの雇用機会の確保のあり方に関する調査研究』の質問紙調査の結果，なら
びに筆者の所属する東京ガス都市生活研究所で実施したホワイトカラー定年退職者
で仕事を続ける人々へのヒアリング調査結果（西山［2001]）である。補足的に，
高齢者雇用開発協会［1996］『高齢期における独立・自営支援に関する調査研究報
告書』の企業調査のデータを利用するD･
雇用．能力開発機構［2000］では，2000年２－３月に二つの調査を実施した。
『ダイヤモンド職員録（上場企業版）１９９９年版』に人事部長，労務部長，総務部
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長の氏名が記載されている１４１０社を対象に調査表を郵送し，有効回答数２５５票，
回収率１８１％を得た2）（以下，企業調査と呼ぶ)。また，４０歳以上のホワイトカラ
ー従業員を対象に，１５社に配布を依頼する形で４５０票を配布し，有効回答数２７８
票，回収率61.8％を得た3)。こちらは，１０００人以上の会社が91.7％である（以下，
個人調査と呼ぶ)。この結果をふまえ，企業と個人の両面から，定年自営の可能性
を探る。
東京ガス都市生活研究所で実施したホワイトカラー定年退職者で仕事を続ける人々
へのヒアリング調査は，２０００年６－７月に６５歳から７４歳までの元大企業管理職
で現在自営をしている者１０名に実施した。ここから，定年自営が可能な条件を探
る。
本研究の仮説としては，自営している者が企業と請負契約等を結ぶことは，企業，
社員双方のニーズにあっており，広がりの可能性を持つものと考えられる。つまり
定年退職者本人は仕事を辞めずに，かつ相対的に自由に働くことで，６０歳以降の
生活を自立的にコントロールできる。企業は，これまでのその人の仕事の質がわか
っているから，安心して仕事を発注できる。しかも，在職中より大幅な低コストで
アウトソーシングできることは，固定費の削減になる。
ラジアー［1998］は，外部委託のコストが内製の機会費用よりも低ければ，そ
の時だけは外部から製品を買うほうが内部で作るよりもよい。内製コストには，喪
失機会を適宣含めて考える必要があるとしている。定年者の後任を補充せず，本来
補充する予定のものを別の仕事に振り向けれられ，より収益性の高い仕事が確保で
きるならば，自営者への外注がペイするということになる。すでに余剰があり，本
来補充する予定のものがほかに仕事が見つからなければ，外注はペイしない。注意
しなければならないのは，機会損失の内製コストは社内価格であり，外注のほうは
市場価格である点である。大企業の場合，中高年の社内価格は，市場価格より高い
と一般にいわれている。したがって，その差を含めてのメリットがないと，ペイし
ないといえる。
仮説の第二は，定年後の自営が可能として，それを成功させるには，本人の在職
中からのスキルの向上，将来の営業先としての社内外人脈が重要になるというもの
である。というのは，会社は，定年者が契約に値するスキルを持っているか詳しく
調べ，仕事を発注してくると見られる。そして，それは社内の関係する部署を通じ
て行われ，発注者はその部署の特定の人になる。それ以外の営業先は，本人がそれ
までにスキルを認めてもらった人脈を通じて開拓するのが合理的と見られる。従つ
6１ 
て，スキルと人脈がキーポイントと考えられる。
Ⅲ請負の可能性
１．個人調査結果
雇用・能力開発機構［2000］の４０歳以上のホワイトカラー個人調査では，６０
歳以降も働きたい人が７割を超えているが，調査結果からみて，高齢者を雇用す
るのに障害になっているのは何であろうか。ここでは，それを個人調査の結果から
みた後，企業調査との比較をしていく4)。
個人調査で，勤める条件のうち重視するものは，１位が仕事内容65.2％，２位が
賃金３２６％，３位が勤務地27.0％であった。
このうち，賃金は，働いていいと思う年収は300-700万円に５５０％（700万
円未満累計58.9％）が集中しており，そのうち400-500万円が17.4％ともっと
も多い。
次に，個々の条件のうち，最も希望するもの（SA）と，働いていいと思うもの
(ＭＡ）の２つを聞いている。働いていいと思うものの結果を妥協度とし，さらに
妥協度－最も希望するもの＝許容範囲とし，両面から妥協可能性をみた。（表１参
照)。
その結果，仕事内容では，体力的に楽な仕事，新しい分野の仕事の２つが，妥
協度が低く，許容範囲も小さいことがわかった。このうち体力的に楽な仕事は，解
釈が難しい。最も希望するものがわずか1.1％ということは，体力的問題が判断基
準にはないと見られる。一方，妥協度が低いのは，その問題に関心が低い（どちら
でもよい）から記入せずという見方と，体力的な仕事にはつきたくないという気持
ちの反映という見方もできる。新しい分野の仕事には，相対的に回避志向が見られ
る。
雇用形態は，契約社員の妥協度がとても高い一方，派遣社員，パートタイマーは
低い結果である。労働時間は，短時間労働，週３－４日の妥協度が高く，週１－２
日は低い。職場と役職は，現在と他部署含め社内で「役職にこだわらない」が，妥
協度が相対的に低い。他方，グループ企業内・外で「役職にこだわらない」は，妥
協度が相対的に高い。
以上から，個人調査では，妥協できにくいのは，新しい分野の仕事，派遣社員，
パートタイマー，週１－２日勤務，社内で役職なしの点といえる。
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表１－(1)仕事内容の許容範囲
合計
仕事内容
について
最も希望
するもの
6 
36.5％ 
１７８ 
１０００％ 
妥鴎度'3650%|~認囿面ﾜ5F、;lZ5:mFl-Z耐Fl凧r5面551万ｍ|言5凧
許容範囲 108.40％ 
出所）雇用・能力開発機構［2000］
表１－(2)雇用形態の許容範囲
パートタイマー
(週３５時間未
満の労働） 合計
雇用形態につ
いて最も希望
する６の
妥協度
許容範囲
10 
5.6％ 
178 
100.0％ 
133.7％ 
33.70％ 
出所）雇用・能力開発機構［2000］
表１－(3)労働時間の許容範囲
短時間労働
(１日８時間未
満労働）
通常の労働時間
（フルタイム） 合計
雲！=fiiji=iiijfi;|=菫！82 46.1％ 45 25.3％ 178 100.0％ 140.4％ 40.40％ 
出所）雇用・能力開発機構［2000］
表１－(4)役職の許容範囲
DＯＯ９ｆ 回で￣ノミz、Ｚ
出所）雇用・能力開発機構［2000］
6３ 
２．企業調査との比較
これに対して，企業調査の結果はどうだろうか。
６０歳代前半層の雇用の障害（３つまで回答）は，人件費負担83.6％，本人の挑
戦意欲の低下43.4％，役職ポスト不足30.2％，本人の体力低下27.0％，周囲の遠
慮や拒絶的反応２０６％である。
さらに６０歳代前半層の働く機会増加のための条件を，職場，処遇，賃金，労働
時間の４つで聞いている（ＭＡ)。職場は，以前と同じが４９．０％，グループ企業内
が46.7％，社内の別の職場が３１６８％である。処遇は，嘱託社員824％，請負契約
による就労２８２％，派遣社員１０６％である。
賃金は定年前の２分の１が54.1％，４分の３が１９２％，４分の１が14.1％であ
る。平均すれば，半分より少し上ということになる。労働時間は，フルタイムと同
水準が60.4％，フルタイムの約５分の３が２９．０％，フルタイムの約５分の４が
176％である。
この４つの結果を，上の６０歳代前半層の雇用の障害と比較すると，最大の問題
である人件費は賃金が２分の１なら対応できる。役職ポスト不足は，嘱託社員，
請負契約が可能なら対応できる。本人の挑戦意欲の低下と体力低下，周囲の遠慮や
拒絶的反応は，ここからはわからない。
３．個人・企業調査の照合
２つの調査をまとめると，個人と企業の意向の差異は，次のようになる（表２参
照)。賃金，労働時間・雇用形態は妥協の範囲内であるが，仕事内容，職場は乖離
が見られる。個人は，同じ社内なら役職なしは回避したい。仕事は，これまでの経
験をいかし，新しい分野の仕事を避けたい。一方，企業は，一般にグループ企業で
は転籍後の役職を与えているケースが多いが，社内では役職なしを前提としている
と見られる。仕事は，新しい仕事への挑戦意欲を期待している。
したがって，どちらかが妥協しないと，両者の合意は難しそうに見える。現在の
職場で役職なしと，新しい職場で役職なしが二つの可能性である。現在の職場で役
職なしで考えなければならないのは，周囲の人々との問題がネックになるかどうか
である。これまで管理職だった人が定年でポストを降りて，そのままいるのは，職
場の人が嫌がるといわれる。先の雇用の障害でも，周囲の遠慮や拒絶的反応が
20.6％あることからもうかがえる。そうすると，企業の方の選択肢は，新しい職場
で役職なしを考えざるをえないということである。新職場ではこれまでの経験が生
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表２定年後の企業と個人の意向
両|爾赫:÷茎 個人400-700万円
これまでの経験いかす
新しい仕事を避けたい
契約社員
フルタイム
見通し
妥協は可能
妥協は可能
乖離あり
妥協は可能
一致
乖離
一致
これまでの経験いかす
新しい仕事の挑戦も期待
嘱託社員，請負
フルタイム
現在の職場，社内の別職場で役職なし
グループ企業
仕事内容
雇用形態
労働時間
現在の職場で役職なし避けたい
グループ企業職場
出所）雇用・能力開発機構［2000］より筆者作成
かされることが前提となるが，それに対して，個人は役職なしは受け入れるが，挑
戦意欲を持つかどうかが改めて問われてくる。ここが解決しないと，合意が難しい。
ここで，本研究のテーマである請負の可能性をみる。企業の考える処遇では，嘱
託社員82.4％，請負契約による就労２８２％，派遣社員10.6％であった。請負は３
割弱と，二位にある。新しい職場での役職なしの嘱託が個人から受け入れられない
と，請負がさらに浮上する。５０００人以上の大企業の回答をみると，嘱託社員が
762％で１位だが，２位に請負契約による就労40.5％が入っている。つまり，請
負は，企業側からは可能性が高く，大企業ではさらに高いのである。
それに対して，個人調査では，定年以降の会社勤務希望を聞いているが，会社に
勤めるつもりはないが18.7％いる。そのうち，引退が５５８％，独立自営業は２１．２
％いるが，今の会社からの請け負いは０％である。独立自営はそれなりに存在する
が，自社からの受注に期待はない。
つまり，企業の考えている請負ニーズに，個人側の考えがついてきていない現実
がある。長いサラリーマン生活で，あらかじめ会社からの請負は無理と思っている
のか，他で新天地を開きたいのか，理由はわからない。
別の企業調査もみる。高齢者を雇用する場合の望ましい就労スタイルを企業に聞
くと，嘱託・顧問27.1％，契約社員26.3％，部分就労社員１６．０％，再雇用正社員
15.7％，定年延長社員8.0％，請け負い3.7％である（さくら総合研究所環境高齢
社会研究センター［1999]5))。請負は，ここでも，わずか3.7％にすぎない。大規
模企業以外では，企業側も請負を考えている企業は少ないということもできる。
他方，別の個人調査では，５０代の労働者の希望就労先について，「充分可能」と
｢なんとかなると思う」をあわせた就労先を確保できる可能性は，今の会社が３９．０
％，今の会社が無理ならグループ内でが２９９％，別の会社でが23.5％に対して，
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独立・自営のみが58.5％と，唯一５割を越えている（現代総合研究集団［1998])。
同調査では，９割近い人が定年後も働きたいと考えており，その可能性は自営業が
一番高いと思っている。シルバー人材センター連合は，平成１１年度から自営開業
を希望する高齢者を支援するため，高齢者向けの自営開業講座を実施している。そ
ういう支援が出てきたのも，自営のニーズに対応したものと見られる。
以上の結果からは，５０代の人は自営は念頭にあることがわかる。しかし，元の
企業との請負契約は，雇用・能力開発機構［2000］の調査からは，念頭にないと
いうことになる。
４．企業の請負発注の可能性
次の問題は，企業は定年退職者に仕事を発注するかという点である。まず企業は，
定年退職者の能力を評価している面もある。『2000年版労働白書』によると，企
業は，加齢と職務能力変化について，６５歳までなら，１４の能力のうち９が上昇，
または－程水準に落着くとしている。具体的には，「専門的知識の蓄積」や「指導
育成能力｣，「不測の事態への対応」などが，これに含まれている。
当然だが，社員を１人雇えば，給与などの固定費，厚生福利などの間接費を支
払わなくてはならないが，定年退職者との請負契約ならば，即戦力を変動コストで，
相対的に安く買うことができる。「専門的知識の蓄積」を有する定年者などが，低
コストの戦力として価値を認められる可能性がある。
次に，高齢者雇用開発協会［1996］によると，企業は業務の外部委託を進めて
おり，68.9％が取り入れたことがあるとしている。従業員1000人以上の企業では，
８割以上が外部委託の経験をもち，規模が大きくなるほど，経験がふえる。今後に
ついても，積極的に進めるべき4.9％，ある程度は進めるべき67.0％，あまり進め
るべきでない18.1％，進めるべきでない8.8％で，進めるべきが合計７割を上回る。
高齢者の活用については，継続就業，派遣会社，専門能力の高い独立。自営の高
年齢者，高齢者は活用できないの４つの区分と９つの業務内容から該当するもの
を聞いている。すべての業務に関してもっとも多いのは，継続就業である。それに
次いで回答の多いものは，業務内容によって異なる。（表３参照)。
このうち，専門能力の高い独立・自営の高年齢者に企業が業務を委託するが
855社中２７７社，32.4％である。内容は，専門・技術的業務が146％と最も多い。
経営管理，営業・販売，サービスは２－３％と委託の可能性が低い。これは，これ
らの業務の外部委託が少ないという現実を反映していると見られるが，その中であ
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表３高年齢者の活用について
高年齢者の活用が可能な業務（活用方策別）
(それぞれの業務についてあてはまるものを選択）
１
経
営
管
理
３
駆
務
全
般
Ｉ
 
２
専
門
・
技
術
的
業
務
４
営
業
・
販
売
５
サ
ー
ビ
ス
６
技
能
工
・
生
産
加
工
７
保
安
・
警
備
・
清
掃
８
迦
転
・
運
送
９
そ
の
他
補
助
的
業
務
業務内容
活用
Ａ自社の高年齢者に継続就業してもらう
Ｂ派遣会社から専門能力の高い高年齢者
を派遣してもらう
C・専門能力の高い独立・自営の高年齢者
に業務を委託する
D・高年齢者は活用できない
8.5 
里Li1
1a314， 
出所）高齢者噸用開発協会［1996］
っても専門性の高い業務については，業務委託の可能性があるという解釈もできる。
高齢者雇用開発協会［1996］では，独立・自営の高年齢者の活用に対する企業
の意思決定に影響している要因を，企業規模，全従業員にしめる高齢者の割合，セ
カンドキャリア支援制度，自社出身ＯＢ活用志向の４つの点から分析している。
その結果は，全従業員にしめる高齢者の割合が高いと，独立．自営の高年齢者への
業務委託の確率は低くなる。セカンドキャリア支援制度に前向きな企業ほど，委託
する比率が高くなる。自社出身ＯＢ活用志向の企業は，外部へ委託する確率は低く
なる。企業規模については，有意な結果はでなかったという。
定年退職した自社出身者の活用の点から，この結果を捉え直すと，どうなるのだ
ろうか。いくつかの解釈ができる。まず全従業員にしめる高年齢者の割合が高いと，
独立・自営の高年齢者への業務委託の確率は低くなるが，現在内部にいる高齢者の
独立が可能になるなら，そちらへ業務委託するかもしれない。セカンドキャリア支
援制度に前向きな企業ほど，内部に高齢者が少なくなるから委託する比率が高くな
るが，委託の対象に自社出身高年齢者を加えたいと考えるかどうかはわからない。
なぜなら，自社から離れて仕事をしていくことを求めているのが，この制度の本質
だからだ。しかし，－部依存しても，元の会社からの退職を促進するのがセカンド
キャリア支援制度の目的とするならば，内部出身者への委託は出てくるかもしれな
い。自社出身ＯＢ活用志向の企業は，ＯＢ以外へ委託する確率は低くなるのは当然
である。
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以上，定年退職者が，現在の会社から業務を受注する可能性は，専門。技術的業
務について一定程度あり，自社出身ＯＢ活用志向の企業は，受注する確率は高いが，
全従業員にしめる高齢者の割合，セカンドキャリア支援制度の影響はどちらともい
えない。
Ⅳ独立。自営成立の条件
1．対象者の概要
それでは，実際に独立・自営している高年齢者にとって，どのような点が事業を
進める条件となっているかをみていく。ただし，対象のサンプルが元の会社からの
請負による自社出身者だけでは充分見つからなかったので，元の会社からの請負も
含めて一般市場で成功している独立・自営のホワイトカラーの事例をみていくこと
とする。
調査対象は，新聞・雑誌記事掲載6)の独立・自営している高年齢者とともに，東
京ガス都市生活研究所で保有している個人モニターシステムア)を活用し，３０００人
から該当者を公募した。その結果から，業務内容等に着目して，６５歳から７４歳
までの自営で仕事をする１０名のホワイトカラー管理職ＯＢを選び，２０００年６，７
月に，ヒアリングを行なった（表４参照)。
彼らの特徴としては，仕事の負荷や勤務時間については，多くは多忙な毎日を過
し，週５日のフルタイムがあたりまえのようになっている。マイペースで自由に
働くという生活は，週５日ベースの相手のあることだから難しいのか，過去の仕
事スタイルが継続されているのかはわからない。ただし，１日の時間の使い方は，
自由にやっているようだ。事業形態は，個人事業主もあれば，会社組織もある。そ
れは，本人のポリシィや事業規模によると考えられる。
収入も，年間１０００万円以上もあれば，３００万円8)まで幅広い。仕事をとるのは
自由市場なので，需要の動向と，本人の負荷への考えや受注努力の程度によって，
大きく左右されると見られる。
自営のメリットは，全員が感じている。在職中と比べ，自由にやりたい仕事に集
中できる。「これで人生の長い間の目標が実現できた」という声もある。管理職時
代と異なって，人に使われず人を使わずという１人体制，勤務時間・勤務スタイ
ルの相対的な自由さも関係があるかもしれない。今後も，１名を除き，自営を継続
していきたいという。
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２．定年自営の重要ポイント
ヒアリングの結果からは，定年自営で仕事をするには，次の事が重要ということ
がわかった。
第一に，定年自営者の売り物は，ある特定分野の専門性であり，元いた会社では
トップレベルの質をもっていたことである。多くが属した大企業でトップの質は，
同一業務分野では定年後中小企業向けに通用する場合が多い。もちろん，ノウハウ
や知識だけでなく，その現場の実状に応じて，加工して応用することが求められて
いる。
定年時に取引先の中小企業２社から顧問を依頼されたＩ氏は，本や統計からの知
識では役に立たず，どういうことをやったらいいか，実務に落としてい〈を強調す
る。
専門性をキープするには，いわゆるマイベストジョブのような適職を在職中にみ
つけ，会社の意向とはやや異なる場合があっても，それにこだわりつづけることが
重要と思われる。Ｏ氏は「会社で自分は何をやるかライフプランをたて，１０年ご
とに振り返り，目標を立てる。目標は他人には言わないで，闇夜で剣を磨くことで
ある」とアドバイスしている。定年自営をめざすには，定年を早く視野に入れ，で
きるだけ早くスキルを特定し，その市場性を高める努力をする必要がある。
第二に，開業時の顧客は，会社を作ろうと以前から考えていた人を別とすると，
３つのルートがある。元の会社から受注，元の取引先から受注，セミナー会社や商
工団体に登録しそこを経由して受注の３つである。
元の会社からの受注は，これまでにその人のスキルがわかっているので，企業が
発注しやすいという点が強昧になる。信用と受注ルートがあるので，アウトソーシ
ングの受け皿として，他と競合できる受け手になれる。元の会社の社宅などの補修
をしているＴ氏は，大手などか面倒でやりたくない小さい仕事を受注しているが，
頼まなくても依頼が来るという。小回りがきくこととスキル・価格の信頼性のほか，
在籍中に現場のやり方に精通しているから，いちいち説明しなくていい点（取引コ
ストの減少）も大きいように見える。
元の取引先からの受注という形態も同様の理由によるが，異なるのは大企業から
の発注ではない点である。取引先の中小企業が多く，そこではその分野の同等のス
キルを持った人材が不足しているとも考えられる。全くの市場取引であるが，雇用
でなく，外注価格も定年後で安く頼めるのが，差別化のポイントとなっている。Ｓ
氏は，専門のライフプランニングの講師を，在職中の依頼先から定年後も引き続き
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弍軽
L｣ 
出所）筆者作成。
受注し継続している。
セミナー会社や商工団体に登録するのは，すでに販売ルートを持っているこれら
の組織が企画したセミナーの講師や受注した経営コンサルティングの依頼先に出向
くものである。個人は自分で営業する力は少ない場合が多いので，下請けになるこ
とで仕事を確保する。この場合は，元の会社に在籍中の実績や保有する資格など，
外部市場で通用する質が競争力になる。Ｏ氏は，日本科学技術連盟と２０年来のつ
きあいを続けており，そこからの仕事を中心に活動している。
ただし，次のような問題もある。企業の役員を退任し大学教授になった人が，
｢在職中はなまの職場の情報が入ってきたが，退職後それがなくなった。いかに，
現在の情報をとるかが，自分の知識を劣化させない条件だ。だが，退職すると，そ
れはとても難しい」といっていた。特別の努力がないと，ＯＢの場合の市場競争力
は時間とともに落ちかねない。
いずれにしろ，３つとも在職中のルートが活用されており，これを太く信頼性の
高いものにしておくことが重要である。その他の営業活動も，一般市場で積極的に
行なうのでなく，これまでのつながりを使って行なっている例が多い。新たに説明
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前職 分野 開業の経緯 仕事の形態 勤務時間 競争力
三菱石油 マーケティン
グ
取引先からの動
誘
顧問２社
個人
自由，在
宅
企画力
大手電機〆
－カー
工場管理，も
の作り
元の関係先から
依頼
顧問７社
有限会社
週５日 ６台のＰＣ
案力
提
リコー マーケティン
グ
一般からの講演
依頼
個人，登録識
師
年１００
回講演
最新の話題
大手ゼネコ
ン
設計施工メン
テ
自分で会社投立 有限会社後株
式会社
週５日 人の蝋がる小さ
な仕事やる
製糖会社 経営コンサル
タント
定年者グループ
結成
ＮＰＯ 週４日 経営士
電電公社 税理士 ５５歳早期退職
で設立
税理士事務所 週５日 税理士
大手メーカ 品質管理 技術士で商工会
議所登録
個人，登録．
ンサル
自由 在職中から品質
管理一筋
中部電力 ドイツとの技
術交流
什Iの日本代表を
していた
株式会社 週５日 海外との技術移
転
東京ガス ライフプラン
ニング
在職時からの廷
長
個人 自由，出
張
その分野の第一
人者
東京ガス ヒューマンア
セスメント
元会社から依頼 フリー契約 年４０日 人材評価能力
氏名
I（65） 
Ｓ(65） 
Ｏ(66） 
Ｔ(69） 
Ｔ(74） 
Ｎ(72） 
Ｆ(72） 
Ｋ(74） 
Ｓ(70） 
Ｏ(66） 
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自営者の特徴
してアタックするより，以前から知っている所へアッピールしたぽうが効率的なの
は間違いない。
第三は，人間関係の重要さは，多くの人が指摘する。その領域は，かつての会社
の人から異業種の人との交流，専門家のネットワークと多岐にわたる。人脈が多く，
分野が多様なほど，メリットもあると見られる。15,000枚の名刺を持つＳ氏は，
今でもそのうちの３％，つまり４５０人とは連絡のやり取りをしているという。
以上から総括的にいえることは，サラリーマンとして会社が与えた仕事をやって
いるのだけでは，定年自営の道は難しいといえる。大企業にあっても，自分の特定
のスキルを決めて，その市場価値を高めていくことが自営への道に見える。一般市
場で働くのに比べ，そのスキルをすでに認知しているマーケットがあることが，定
年自営の最大の強みであり，営業先の開拓リスクを軽減する。
同時に，人間関係の維持，発展が重要である。在職中の知り合いが発注者になる
場合でも，良好な関係が築かれていないと難しい。また，取引先，関係先にも，自
分の人間性が伝わっていないと，仕事は来ない。大企業内のある意味で自動的な仕
事の配分と異なり，「あの人に頼んでみよう」という能動的な相談や発注が来るよ
7１ 
年間収入 営業活動 メリット 今後の展望 在職者へ提言 人脈
500万円 現状の２社で
よい
貰任が限定
的
継続 知識の実務への
応用
人徳が大事
数百万円 自分で開拓 やりたいこ
とやる
継続 特殊技術持つ やりたいこ
とやる
数百万円 登録識師先か
￣ 
ら
時間が自由 継続 個人としての実
繍作り
専門分野の
人脈
千数百万円 元の会社から
受注
経営者の充
実感
継続 早くから準liii 異業種との
接触
500万円 人間関係活用 生きがい 継続 特化した専門 よい人間関
係
1300万円 会社時代の関
係
人生目標達
成
引退も視野 早い準備 在職中の関
係維持
登録先から斡
旗
やりたいこ
とやる
７５歳まで
か
会社との距離感 一匹狼
精力的に展開 人生目標達
成
継続 信念と助走を長
〈案練る
新聞記者と
の人脈
300万円 リピート中心 やりがい 継続 社内外で通用す
る専門
専門分野の
人脈
百数十万円 現状の１社
でよい
労働期間が
限定
継続 公平な人事評価 敵を作らな
い
性格・タイプ
人に好かれる
チャレンジ精
神
チャレンジ精
神
自己研調
人に好かれる
人に好かれる
チャレンジ精
神
チャレンジ精
神
自己研鋼
人に好かれる
うな人間的魅力，人間的ネットワークをもっていることが重要である。電電公社出
身のＮ氏は，サラリーマン時代の人間関係から自然に仕事の依頼が来るという。
一人で仕事を行なう場合，同種の仕事をしている人との情報交換の場も，スキル
のブラッシュアップに欠かせないように見える。Ｔ氏が会長をしている横浜エルダ
ーカンパニーは，受注の受け皿とともに，相互研讃の場にもなっているようである。
Ｖまとめ
５０代では６０歳以降も働くことを考えているものが86.6％にのぼる（現代総合
研究集団［1998]）のに，ホワイトカラー管理職の６０歳定年後の仕事の展望が見
えない。本稿では，研究テーマを，ホワイトカラー管理職が定年後自営となり，企
業と請負契約を結ぶことが可能かどうか，それが可能なのはどのような条件下なの
かに絞り，検討を行なった。
本研究の第一の仮説としては，請負による契約という形態は，企業・社員双方の
ニーズにあっており，広がりの可能性を持つものと考えた。この仮説に関しては，
企業側は定年者の請負契約を進めたい意向があるが，個人側は独立自営をめざす層
は存在するが，自社からの受注に期待はないことがわかった。
つまり，企業の考えている請負ニーズと，個人側の考えとに差がある。ただし，
この点は個人側の意識の変化により道は開ける可能性がある。
定年退職者が，現在の会社から業務を受注する可能性は，専門・技術的業務につ
いて一定程度あった。とくに自社出身ＯＢ活用志向の企業は，定年退職者へ発注す
る確率は高い。この発注が広がってくれば，自社からの受注への期待が広がる可能
性はある。
第二の，定年自営を成功させるには，本人の在職中からのスキルの向上，将来の
営業先としての社内外人脈が重要になるという仮説については，企業在籍中に自分
の特定スキルを決めて，その市場価値をたかめていくことがきわめて重要と全員が
主張している。また，社内の人間関係の維持，発展が重要である点も皆同意する点
である。さらに，一人で仕事を行なう場合，同種の仕事をしている人との情報交換
の場も，時代への適応とスキルの維持に欠かせないという意見があった。
これらの点から，二つの仮説は検証されたということができる。
他方，今回の研究で不十分であり，今後に残された課題は，第一に個人は独立自
営をめざす層でも，自社からの請負受注に期待はなかったが，企業が発注するとし
た場合，それを受けていく可能性がどの程度あるのかという点である。また，その
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種の発注があれば，社内の定年者に自営を薦めたり，セカンドキャリアプログラム
の対象者にも業務を斡旋するなど扱いも変わってくるのかという問題がある。
第二に，現在の会社から業務を受注する可能性は，専門・技術的業務について一
定程度あるが，ホワイトカラー管理職が担当できる仕事の専門性の内容をさらに詳
しくみる必要がある。発注の有無は個別に判断される性格のものなので，マッチン
グの詳細を見ないと，現実の進展を測るのは難しい。
第三に，会社在職中に知り合った社員や取引先，関係先が発注者になる場合，本
人のスキルの認知と良好な人間関係が大切だが，一回目，一年目の請負契約終了後
の仕事の評価と，次回のリピートオーダーの有無等を調べていかないと，実際の継
続的業務成立の条件はわからないという問題がある。
これらクリアすべき課題はあるものの，ホワイトカラー管理職の定年後の働き方
の一つの形態としての可能性を探求していく価値を充分あると思われる。
注
1）調査対象企業は，従業員100人以上でランダムに選んだ3,364社で，有効回答は８５
社，回収率２５４％である。調査は，1996年１１月に実施された。
2）調査表の回収は，財団法人社会経済生産性本部への郵送で行なった。回答企業は，製
造業が47.8％，非製造業が51.8％であった。正規従業員数は，平均2,873人で，９９９
人以下が43.5％，1000-4999人が36.5％，５０００人以上が16.5％である。
3）事前に協力の打診を行なった後，まとめて調査表を送付し，回収は回答者が直接財団
法人社会経済生産’性本部へ郵送する形で行なった。回答者の平均年齢は４９．２歳で，４４
歳以下が16.2％，４５－４９歳が32.0％，５０－５４歳が35.3％，５５歳以上が15.5％であ
る。役職は，管理職以上が９割で，部長相当36.3％，次長相当23.0％，課長相当３０．２
％である。回答者の所属企業は，製造業が58.3％，非製造業が41.4％であった。正規
従業員数は，９９９人以下が7.6％，’000-4999人が14.0％，５０００人以上が77.7％で
ある。
4）同報告書では，戎野淑子慶應義塾大学産業研究所特別研究員のこの問題に対する研究
が示唆に富み，本分析でもその考え方を踏襲している。
5）3000社を対象に調査表を送付し783社より回答。有効回答率26.1％。
6）日本経済新聞，日経ビジネス1999年７月１９日号などの定年後働く人々の記事。
7）首都圏を対象に，独自の２万件の個人モニターを保持している。
8）年間４０日稼動の１名を除く。
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